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根岸：根岸でございます。3 ページです。純収益につきましては 3,537 億円で、前年比で 112％。

事業利益につきましては 833 億円で、前年比で 104％。四半期利益につきましては 488 億円で、

前年比で 84％でございました。 

四半期利益は前年を下回っておりますけれども、理由としましては、上期に計上いたしました関係

会社株式の売却に関連する特別損失に加えまして、第 3 四半期に、コンチェルト社のアミューズメ

ント事業からの撤退に伴い、特別損失を約 58 億円計上したことによるものです。 

なお、事業利益、四半期利益ともに、進捗率が 86%、82%と非常に良い状況です。 

第 3 四半期までの進捗と足元の事業環境を踏まえますと、通期業績計画を上回る可能性はあると考

えております。一方で、収益案件の成立時期や、費用執行などの変動要素がいくつかあり、上振幅

につきましては、現時点ではレンジが少し広い状況のため、現時点では確度の高い水準として、現

行予想を据え置いているとご理解いただければと思います。 



 
 

 

 
 

 

 

次に 6 ページ、セグメント別の事業利益です。 

ペイメントにつきましては 305 億円、前年比で 113％。プレミアム戦略の進捗と、事業構造改革が

しっかりと進捗しており、業績に反映されてきている状況です。 

ファイナンスのセグメントにつきましても、341 億円で、前年比で 117％。関係している 3 社、ク

レディセゾンとセゾンファンデックスにつきましては、不動産ファイナンス事業並びに信用保証事

業が堅調に推移をしていることに加え、スルガ銀行の業績も順調でございます。 

また、グローバルのセグメントは、△18 億円で着地しております。第 2 四半期末から比べます

と、赤字幅は累計で縮小している状況です。要因としましては、上期に苦労したインドの事業が、

第 3 四半期に改めて利益貢献できる水準に回復をしているというところです。 



 
 

 

 
 

 

 

次に 8 ページです。 

連結子会社で見ますと、セゾンファンデックスが 133 億円で、前年差+38 億円。 

セゾンリアルティグループにつきましては、98 億円。前年の売却益計上の反動影響もあり、前年

から 8 億円下回っておりますが、今期は基本的に計画通りに進捗しております。 

また、インドの Kisetsu Saison Finance は 29 億円です。前年から 10 億円下回っておりますけれ

ども、第 3 四半期は黒字幅が拡大しており、今後、期待ができる状況になっております。 

主な持分法適用関連会社は、スルガ銀行 52 億円、前年差+9 億円です。 

そして、HD SAISON Financeが11億円で、前年からは11億円下回っております。現地会計基準で

は、債権残高を着実に拡大するなど安定した収益を維持しているものの、IFRS会計で将来リスク

を織り込んだ影響を受けております。 



 
 

 

 
 

 

 

次に、主要3セグメントの状況です。 

まずはグローバル事業、11ページをご覧ください。 

インドネシアにつきましては、上期に約 47 億円の貸倒引当金の追加を行いました。この第 3 四半

期 3 カ月間におきましては、約 3 億円の積み増しを行っております。計画通りと捉えております。

なお、基本的に新規融資も抑制をしていますので、今後、インドネシアにつきましては、新たなリ

スクはないと捉えております。 

今期様々な経験をしていく中で、中期的な時間軸において注力する国につきましては、インド、ブ

ラジル、ベトナム、メキシコの 4 カ国とする方針です。そういった中で、タイの合弁事業につきま

しては、2025 年 12 月末をもって撤退いたしました。 



 
 

 

 
 

 

 

次にインド事業、12 ページです。 

第 3 四半期 3 カ月で 26 億円利益を計上しております。累計で 29 億円となりまして、上期は RBI

による引当方針の変更や、保証制度の解釈変更を受けましたが、本対応は上期末で終えて、第 3 四

半期は改めて攻めに転じております。 

改めて、債権残高拡大フェーズに移行したいこと、エンデベットファイナンス、ブランチレンディ

ングの債権のクオリティは安定するなどリスクコントロールは出来てきており、今後利益計上でき

る基盤が整ってきています。 



 
 

 

 
 

 

 

15 ページです。 

スライド左側がブラジルです。累計で 13 億円の貢献利益です。しっかりとパイプラインを作っ

て、コツコツと利益を積み上げていく体制が整ってきている状況です。また、ブラジルにつきまし

ては、次なるステップに向けて、様々な検討を進めてまいりたいと考えております。 

右側のベトナムです。貢献利益 11 億円ということで、第３四半期（10-12 月期）は△2 億円とな

りました。背景といたしましては、第 3 四半期にプロセスのデジタル化などを進めていく中で、新

規貸出額を大きく伸ばした一方で、新規貸出額伸長により、IFRS ベースで将来リスクを織り込ん

だ影響でございます。現地会計基準での利益 7 億円に対して、IFRS 調整△9 億円計上により△2 億

円となりました。 

第 4 四半期についても、今後の成長に向けて貸出を強化していく方針ですので、ベトナムは今年度

計画を下回る可能性もございますけれども、中期的な成長を見越した対応であるということでご理

解いただければと思います。 



 
 

 

 
 

 

 

16 ページ、ペイメント事業です。 

305 億円で、前年は 65 億円コロナ特別引当金の取崩しがございましたので、それが無ければ約

100 億円の増益となりました。 

プレミアム戦略推進により、リボや分割の収益もしっかりと伸ばせていることに加えて、事業構造

改革推進により、商品性の見直しも着手しております。それにより、年会費や各種手数料見直しに

よる収入の変化が、業績に表れてきており、筋肉質な事業に生まれ変わってきている状況でござい

ます。 



 
 

 

 
 

 

 

20 ページ、ファイナンス事業です。 

341 億円で、前年から約 50 億円増益しております。スルガ銀行とのコラボレーションローン取扱

高伸長等によりクレディセゾンにおける不動産ファイナンス残高も増加トレンドに反転しました。 

また、セゾンファンデックスは、提携金融機関の順調な貸出姿勢による保証残高拡大に加えて、不

動産ファイナンス領域についても、広告宣伝による認知度向上にあわせて残高拡大するなど、良い

循環が生まれていると捉えております。 



 
 

 

 
 

 

 

22 ページ、債権リスクです。 

スライド右側の単体をご覧ください。90 日以上延滞率も、第 3 四半期は季節要因もあると考えて

おりますが、水準としては落ち着いております。 

また、コストで見ましても、10-12 月の 3 カ月間で 89 億円となっており、年度計画の 400 億円以

内に抑えられるのではないかと考えております。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 
 

 

 

最後に、資本政策関連です。本日時点での大きなアップデートはございませんが、来年度計画に向

けて、現在議論を進めている状況ですので、本決算のタイミングでお知らせしていきたいと考えて

おります。 

私からの説明は以上となります。ありがとうございました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 
 

決算説明会における主な質疑応答 

 

Q1 

当初中期経営計画で掲げていたグローバル事業への成長投資について、インド事業の進捗やブラジ

ルでのライセンス申請を踏まえ、規模や内訳に変化があるのでしょうか。 

また、ブラジルにおいて Nubank など有力な先行プレイヤーが存在する中、どのような勝ち筋を描

いているのか教えてください。 

A1 

当初中期経営計画で掲げていたグローバル事業への成長投資（最大 700 億円）については、各国

の事業環境の変化を踏まえ、当初想定からは下回る見通しです。現時点では具体的な規模感は控え

させていただきますが、今後、インドでは貸出強化に向けた増資、ブラジルでは新たな戦略を前提

とした資本拠出を検討する可能性があります。 

ブラジルについては、SCFI（準銀行免許）は申請段階であり、現時点でライセンスを取得したも

のではありません。大きな観点で申し上げますと、現状のブラジル事業は、インドにおける一歩目

のホールセールレンディングに近いモデルを展開しているところで、次のステップとしてダイレク

トレンディング展開を目指して、ライセンス申請しているところです。今後の戦略については、適

切なタイミングで改めて説明させていただきます。 

 

Q2 

グローバル事業について、インドおよびインドネシアでの貸倒引当金計上やタイ事業の撤退を踏ま

え、懸念材料は出尽くしたと考えてよいのでしょうか。 

また、インベストメント事業やその他の地域の現状についても教えてください。 

A2 

グローバル事業については、年度末に向けて計画に織り込んでいない新たなリスクは基本的にない

と考えています。 

インドでは、パートナーシップレンディングに関する RBI（インド中央銀行）の引当方針の変更に

より現地業績が影響を受けましたが、足元では当該方針が再度見直されるという報道もなされてい



 
 

 

 
 

ます。連結業績への影響はありませんが、現地事業については一定のプラス要因となる可能性があ

ります。 

インドネシアおよびタイについては、現時点で新たに懸念すべき点はありません。 

インベストメント事業は一定のエクスポージャーを有しています。現時点で具体的な損失リスクを

見込んでいるわけではありませんが、市場環境によって評価が変動する可能性はあります。 

 

Ｑ3 

資本政策について、政策保有株式の縮減進捗率が前回決算の 61.8％から 71.0％へ上昇しています

が、縮減内容はどのようなものでしょうか。 

また、政策保有株式の縮減により投資余力が拡大する中で、本決算時に追加的な自己株式取得を検

討する可能性があるのか教えてください。 

A3 

政策保有株式売却の個別銘柄の回答は控えさせていただきます。中期経営計画公表時点に掲げてい

る 2026 年度末までに 7 割縮減（2023 年度末比）する目標に対しては、概ね計画どおりに進捗し

ています。取引先と協議を進めており、引き続き目標達成に向けて取り組んでいきます。 

なお、政策保有株式の売却は中期経営計画に織り込み済みであり、売却によって追加的な資本余力

が生じるものではありません。 

自己株式取得含む今後の資本政策については、来年度以降の見通し等を踏まえ、本決算発表に向け

て改めて検討させていただきます。現時点で、追加的な自己株式取得の可能性を否定するものでは

ありません。 

 

Q4 

国内事業の足元の延滞状況について教えてください。 

A4 

第３四半期におけるリスクはやや落ち着いてきています。弁護士介入による新規流入額や破産に至

る金額が 2025 年 10 月から 12 月にかけて月次で減少しました。 



 
 

 

 
 

一方で、2026 年 1 月は 2025 年 12 月対比でやや増加しており、水準が明確に一段低下したとは言

い切れない状況ですので、一定期間横ばいで推移した後、徐々に水準が低下していく方向にあると

見ています。 

 

Q5 

不動産関連セグメントにおける売却進捗について、通期計画に対して第 3 四半期まででほぼ計画分

の売却は完了しているのか、それとも第 4 四半期にも今期計画分の売却が見込まれているのか。ま

た来期の見通しについて教えてください。 

A5 

不動産関連セグメントは、第 3 四半期まで概ね計画どおりに進捗しています。 

整理事業資産の残り 1 物件の売却時期が今期もしくは来期第 1 四半期にずれ込む可能性がありま

す。また、来期以降を見据えた仕入れを重視しており、例年通りの動きとなりますが第 4 四半期の

利益規模は、第 3 四半期までと比べると小さくなる見込みです。 

整理事業資産の売却が完了すれば、これまで業績を下支えしてきた特殊要因は一巡します。2024

年 5 月に公表した現中期経営計画の見通しでは、2026 年度の不動産関連セグメント事業利益を 75

億円としています。今年度が 175 億円水準であれば、100 億円減少するイメージとなります。現状

の不動産市況等を考慮して実態として 100 億円減少するのかどうかは本決算に向けて精査してい

きます。 

 

Q6 

クレディセゾン単体の販管費「支払手数料」の四半期の動きについて。10-12 月期の増加が比較的

抑えられている要因について教えてください。 

A6 

主な要因は、支払手数料に含まれるシステム関連費用によるものです。システムメンテナンス費用

の計上が半期のため、第２四半期が増加した反動により第 3 四半期が減少した見え方になっていま

す。 

 



 
 

 

 
 

Q7 

第 3 四半期（10-12 月期）の連結事業利益 383 億円の評価について。また、一過性要因が含まれて

いるのかどうかについても教えてください。 

A7 

第 3 四半期の連結事業利益 383 億円は、想定を上回る良好な結果と受け止めています。各セグメ

ントの基礎的な収益力が着実に積み上がったことが主因です。 

特殊要因としては、不動産関連セグメントにおいて整理事業資産 1 件を売却し、その売却益が比較

的大きかった点が挙げられます。 

ペイメントおよびファイナンスの各セグメントには特段の一過性要因はありませんが、ペイメント

を中心に一部販管費の計上が第 4 四半期にずれている部分があり、第 3 四半期の利益を押し上げる

要因となっています。第 4 四半期は事業ごとに計画の組み方に違いはあるものの、全体としては良

好な状態で来年度を迎えられる見通しです。 

 

Q8 

来期の見通しについて。不動産関連セグメント事業利益が減少する可能性があるとのことでした

が、それ以外に、業績の上下変動要因があれば教えてください。 

A8 

現時点で、不動産関連セグメント以外に特段大きな変動要因は想定していません。 

不動産関連セグメントは減少を見込んでいますが、今年度苦戦したグローバルセグメントについて

は立て直しを進め、来期は成長を見込んでいます。不動産関連セグメントの減少分は、グローバル

セグメントだけでも十分にカバーできると考えています。 

加えて、ペイメントおよびファイナンスの両セグメントも基礎的な収益力が高まっており、来年度

も全体として良好な状態で推移できると見込んでいます。 

 

Q9 

第 3 四半期（10-12 月期）の連結事業利益と単体経常利益の差額の内訳について教えてください。 



 
 

 

 
 

A9 

セゾンファンデックス、セゾンリアルティ、Kisetsu Saison Finance(India)、スルガ銀行以外の主

な差額の要因としては、エンタテインメントセグメント、イープラスの事業利益貢献が影響してい

ます。そのほかは個別に大きな特殊要因があるというよりも、小規模な増減の積み上げによるもの

です。 

以上 


